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◆SUMMARY◆ 

 
移転価格課税においては、納税者が独立企業間価格の算定に十分な情報を課税庁に提出し
ない場合、課税庁が、納税者と類似の取引を行う第三者から質問検査等により入手した比較
対象取引についての情報によって課税するのが通例であるが、守秘義務によりその開示が行
われないため、納税者にとって課税内容の検証ができないとともに、恣意的な課税が行われ
る可能性があることが指摘され、一方、開示した場合には、申告納税制度の維持が困難にな
ることも指摘されてきた。 

このシークレット・コンパラブルの問題については、2010年 7月の OECD移転価格ガイ
ドラインの改定、平成 23年度税制改正（正確には、平成 23年 6月 22日に成立した「現下
の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税法等の一部を改正
する法律」）とそれを受けて平成 23年 10月 27日付で発遣された国税庁事務運営指針の改正
が行われたところであるが、今後の執行の状況も見ながらなお議論を深めていく必要がある
と思われる。 

本稿は、我が国におけるシークレット・コンパラブルの問題に関するこれまでの議論、諸
外国の状況や OECD移転価格ガイドラインの改定なども踏まえ、我が国がこの問題にどのよ
うに取り組むべきかについて、政策論および執行論の両面から論じるものである。（平成 24

年 8月 27日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 
 

 

 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、税

務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解を示

すものではありません。 
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１．はじめに 

本稿は、移転価格税制の適用をめぐって議
論されてきたいわゆるシークレット・コンパ
ラブルの問題について論じるものである。シ
ークレット・コンパラブルとは、｢課税庁が類
似の取引を行う第三者から提出された申告書
や調査において入手した情報、質問検査によ
り入手した情報等の非公開情報に基づいて比
較対象取引を証明することを言う。｣ (1)とさ
れる。この問題は、後述するように 1990 年
代から指摘がなされてきたが、2010 年 7 月
の OECD 移転価格ガイドラインの改定、平
成 23年度税制改正（正確には、平成 23年 6

月 22 日に成立した「現下の厳しい経済状況
及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るた
めの所得税法等の一部を改正する法律」）とそ
れを受けて平成 23年 10月 27日付で発遣さ

れた国税庁事務運営指針の改正により、一応
の決着を見た。 

シークレット・コンパラブルの問題につい
ては、これまで経緯から現状に至る全体的な
論考がなく、その場その場で議論されていた
ものの、今回の一連の改正で制度上一応の決
着を見たことから、わが国がこの問題にどの
ように取り組むべきかについて、政策論およ
び執行論の両面から論じていきたい。そのた
めの検討の対象は、わが国におけるシークレ
ット・コンパラブルに関する議論、OECD移
転価格ガイドラインの改定、そして諸外国と
くにカナダの状況である。 

 

２．シークレット・コンパラブルの問題とわ

が国の対応 

わが国においてシークレット・コンパラブ
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ルの問題を初めて提起したのは、おそらくゲ
ーリー・トーマス弁護士であろう(2)。トーマ
ス弁護士は、1997年にはシークレット・コン
パラブルを用いた課税が行われていたが、シ
ークレット・コンパラブルを用いた課税の場
合には、「税務当局が更正処分を行うに当たっ
ての『更正の理由』の中にも、比較対象取引
の対象の製品名または比較対象取引を行った
会社の名称は開示されない。更正の理由とし
て、たとえば、『比較対象会社 A が独立第三
者Bから納税者の輸入販売している特定の製
品と類似している比較対象製品Cを輸入し再
販売を行っている。その粗利益率は 70％で、
納税者の 55％の粗利益率と比べて比較対象
会社 Aの粗利益率が高いから、適当と思われ
る差異の調整を加えた後の粗利益率の差を
もって更正した。』というような比較的簡単な
説明にすぎないことにな」り、納税者が
OECD 移転価格報告も強調している比較可
能性についての検討ができず、税務当局によ
る恣意的な課税のリスクも避けられないとし
て、シークレット・コンパラブルを用いた課
税の問題点を指摘している(3)。そして、ほぼ
同じ時期に大手税理士法人トーマツの専門家
もこの問題を英文雑誌(4)に寄稿していた。 

また、赤松晃税理士は、「移転価格税制に基
づく更正処分に当たって比較対象取引に関す
る情報を納税者に開示しないというシーク
レット・コンパラブルについては、納税者の
反論を奪う不公正な処分であるとの批判を国
際的にも招いている。シークレット・コンパ
ラブルの問題は、納税者が移転価格税制の 2

つの課税要件事実、すなわち①更正処分の根
拠とされた取引がそもそも比較可能性を有す
るのか、及び②仮に比較可能性を有するとし
ても必要かつ合理的な差異調整が行われてい
るのかを、更正通知書において検証確認する
ことができないことにある。」などと述べて
いる(5)。 

一方、トーマス弁護士は、1997年 12月お

よび 1998年 12月にそれぞれワシントンDC

で開催された国際会議において、シークレッ
ト・コンパラブルの問題が議論されたことを
紹介し、英米税務当局がシークレット・コン
パラブルの使用に明示的に反対していること
を述べた上で、OECD 租税委員会事務局長
Jeffrey Owens氏が「OECDはこの問題の検
討を予定している」と発言したことを紹介し
ている(6)。 

当時、シークレット・コンパラブルについ
てはこのような議論があり、1999年の移転価
格調査の際、国税庁の担当官が「納税者が独
立企業間価格の算定に十分な情報を提出しな
い場合に限りシークレット・コンパラブルを
使用する方針をとっている」と述べたとされ
ている(7)。 

わが国におけるシークレット・コンパラブ
ルの適用は、具体的には租税特別措置法（以
下「措置法」という。）66条の 4第 6項（筆
者注：平成 22 年度改正前は第 7 項だが、内
容は改正されていない。）に基づいて行われる
が、同項の立法趣旨は次のように説明されて
いる。 

「移転価格税制は、国外関連者との間にお
ける経済取引の価格に着目し、多種多様な要
因により決定されるこの価格の妥当性に関
し、独立企業間価格との比較によって検証す
る制度であることから、この取引価格に関す
る情報（価格決定の根拠となる資料等）は、
納税者の協力がなければ、課税庁において移
転価格税制を適正に執行することは、相当な
困難を伴うものとならざるを得ません。移転
価格税制における納税者の協力は、本制度の
枠組みにおいて必要不可欠なものと考えられ
ています。 

しかし、納税者からの資料提供の協力が得
られない場合も存在することから、このよう
な場合に、課税当局が何らかの手だてもなく
これを放置せざるを得ないことになれば、課
税の公平を損なうことになります。 
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そこで、納税者からの資料提供の協力が得
られない場合（法人が独立企業間価格を算定
するために必要と認められる帳簿書類又はそ
の写しを課税当局の要求後遅滞なく提示又は
提出しなかった場合）に限り、推定課税の適
用を認めることとし、納税者側の資料提供の
協力を担保し、適正公正な執行を確保するこ
ととしています」(8) 

実務においては、2001年に国税庁から移転
価格税制事務運営要領が公表され、その 2－5

において、次のように明示された。 

「法人に対し措置法第66条の4第6項（（推
定規定））に規定する書類若しくは帳簿又は
これらの写し（以下 2－5 において「第 6項
に規定する書類等」という。）の提示又は提
出を求めた場合において、当該法人が第 6項
に規定する書類等を遅滞なく提示し、又は提
出しなかったときには、同項又は同条第 8項
（（同業者に対する質問検査規定）筆者注：
現行法では第 8項なので第 8項と表示する）」
の規定を適用することができるのであるが、
これらの規定の適用に当たっては、次の事項
に配意する。 

(1)および(2)（略） 

(3)措置法第66 条の4第8項の規定を適用して
把握した非関連者間取引（措置法通達66 の
4(2)－1に規定する非関連者間取引をいう。以
下同じ。）を比較対象取引として選定した場
合には、当該選定のために用いた条件、当該
比較対象取引の内容、差異の調整方法等を法
人に対し説明するのであるが、この場合には、
法人税法第163 条（（職員の守秘義務規定））
の規定に留意するとともに、当該説明を行っ
た事実を記録する。」 

以上から言えることは、まず、トーマス弁
護士がシークレット・コンパラブルの問題を
提起し、これを受けて国税庁内部において検
討が行われ一定の結論が出たこと、そして当
初はシークレット・コンパラブルの適用が一
定の事案に限られることを口頭で説明し、

2001年（平成13年）に明示的に事務運営指針
で公表した、ということである。 

また、これら一連の議論によると、シーク
レット・コンパラブルの問題は、当局が行う
移転価格課税処分において、守秘義務との関
係で、どの程度納税者に更正理由を開示でき
るかということが大きなポイントとなること
が明らかになった。このことは、シークレッ
ト・コンパラブルの問題は独立企業間価格の
算定における手続の問題であり、独立企業間
価格が妥当であるか否かを示す内容の問題で
はないことを意味する。 

わが国においてはシークレット・コンパラ
ブルの問題は、本格的な移転価格税制の適用
が行われ始めた 1990 年代後半に顕在化した
といえる。以下では、諸外国の状況について
概観することとしたい。 

 

３．シークレット・コンパラブルの問題に関

する諸外国の状況 

すでに多くの文献で、諸外国におけるシー
クレット・コンパラブルの適用について記述
されている。まず、2002年に公表された資料
によると、「法令でシークレット・コンパラブ
ルの使用を認めている国はメキシコのみであ
り、日本、フランス、中国では使用されてい
る。ドイツ連邦財政裁判所は一定の条件付き
で使用を認めた。オーストラリアはシークレ
ット・コンパラブルを使用しないとのことで
あるが、実際には適用事案がある。OECDは
2000年現在、シークレット・コンパラブルの
問題を検討中であるとしている。」(9)とされて
いる。 

また、2003 年に公表されたある資料(10)に
よると、日本、カナダ、ドイツ、オーストリ
ア、チェコ、オーストラリア、ニュージーラ
ンド、中国、マレーシア、メキシコ及びブラ
ジルがシークレット・コンパラブル容認国で
ある一方、米国、英国、イタリア、オランダ、
ベルギー、ルクセンブルク、ポルトガル、デ
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ンマーク、スウェーデン、フィンランド、ノ
ルウェー、スイス、ギリシャ、ハンガリー、
スロバキア、ポーランド、ロシア、韓国、タ
イ、シンガポール、フィリピン、スリランカ、
アルゼンチン、チリ、コロンビア及び南アフ
リカはシークレット・コンパラブルを認めな
いとされている。 

一方、最新（2011年）の資料(11)によると、
南米諸国のうちアルゼンチンおよびメキシコ
ではシークレット・コンパラブルを容認して
いる一方、ブラジルでは容認されていないと
のことであり、アルゼンチンとブラジルにつ
いては上述の資料と必ずしも一致していな
い。また、タイについても、調査時にシーク
レット・コンパラブルを用いるという資料(12)

もある。このほか、大手税理士法人 KPMG

が 2011年 3月に公表した「Global Transfer 

Pricing Review」(13)によると、オーストリア、
カナダ、中国、クロアチア、チェコ、エクア
ドル、フランス、ドイツ、ギリシャ、インド、
インドネシア、日本、リトアニア、マレーシ
ア、メキシコ、オランダ、ニュージーランド、
ノルウェー、ペルー、ポーランド、ポルトガ
ル、ロシア、スロバキア、タイ、トルコ、ウ
クライナ、ベトナムにおいて、程度の差こそ
あれ、シークレット・コンパラブルを使用し
ているとのことである。 

このように、公表されている資料によると、
諸外国のシークレット・コンパラブルに関す
る取扱いを把握することは、一定の困難を伴
うと考えられる。これは、各国が法令または
通達によりシークレット・コンパラブルの取
扱いを明示的に規定していないことがその要
因であると考えられる。 

さて、シークレット・コンパラブルの適用
を許容している国のうち、ドイツでは 1998

年 12 月デュッセルドルフ財政裁判所の判決
があり、シークレット・コンパラブルの適用
は認められないとする判決が下された。この
事件は、卸売業を営む法人についてドイツ当

局が比較対象会社と主張する 4社から提出さ
れた申告書からこれらの粗利益率を用いて課
税処分を行ったものである。ドイツでは、こ
れらの会社名を開示してはならない。デュッ
セルドルフ財政裁判所は、納税者がアクセス
できない情報に基づく課税は受け入れられな
いと判示した。なお、ドイツ当局は、訴訟に
おいて、裁判所のみに比較対象会社名を開示
することを提案したが、同裁判所はこれも認
めなかった(14)。 

これに対して、連邦財政裁判所は 2001 年
10月 17日、税務当局の主張を認め、第一審
判決を破棄差し戻す判決(15)を下した。同判決
によると、まず移転価格課税の際、立証責任
は税務当局が負うこととする。しかし、公表
データベースを用いた場合、納税者の国外関
連者との価格が通常の独立企業間レンジを外
れること、一定の要件を満たした場合にシー
クレット・コンパラブルを用いたとしても同
等の結果が出ること、または納税者が通常の
ベースである 3年を超えてスタートアップ・
ロスを出していることを示すことができるこ
と、および長期にわたり合理的な利益を示せ
ること、といった場合には反証を覆す推定を
示す場合があるとした。 

上の 3つの要件を示す場合には、納税者に
立証責任が転嫁したものとし、納税者が当局
の推定を覆すことができない場合、移転価格
調査に基づく課税処分は維持されることにな
る(16)。 

以上のことから言えることは、まず諸外国
でシークレット・コンパラブルが適用されて
いる国がある程度あること、つぎに、ドイツ
においては、条件付きでシークレット・コン
パラブルの適用が連邦財政裁判所で認められ
たこと、である。 
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４．シークレット・コンパラブルの問題に関

するカナダの状況 

(1) カナダにおける納税者情報の開示に関

する制度 

次に、ドイツと同じようにシークレット・
コンパラブルの適用を容認しているカナダで
もこれについて伝統的に幅広い議論がある。
筆者が調べた範囲でも、すでに 1995 年には
「移転価格紛争：情報へのアクセスと開示」
という論考(17)が雑誌に掲載されていた。本款
の記述は、原則としてこの論考に基づいている。 
それによると、カナダ課税庁はしばしば移
転価格調査の過程で入手した第三者（同業者）
情報を用いて課税してきた。そこで、その第
三者情報に関して、それぞれ関係する当事者
から、次のような実務上および法律上の問題
を生じるとされている。 

イ．調査を受けている納税者が第三者情報に
アクセスすることが可能か、 

ロ．第三者は自己がカナダ課税庁に提供した
情報を秘密とすることができるか、換言す
れば、課税庁の外に自己の情報を開示しな
いよう求めることが可能か、 

ハ．カナダ課税庁は申告納税制度の維持の観
点から、第三者情報の秘密を保持すること
ができるか。 

このうち、ハについて、1993年にカナダ最
高裁は、「カナダ所得税は申告納税制度に基
づいている。納税者情報の秘密保持は、カナ
ダ所得税の徴収制度の重要な一部を構成して
いる。カナダ連邦議会は、納税者の確定申告
書の情報その他の情報の秘密保持は、カナダ
税制の基礎となるもので自主的な租税情報の
申告を促進させるものであると考えている。
納税者の個人情報は外部に漏れないと信頼を
得ている。もし、納税者からの信頼が失われ
れば、すべての要求された情報を提出しなく
なってしまう。」と判示した(18)。 

筆者は、カナダにおいては、納税者の第三
者情報へのアクセス権、情報を提供した第三

者の秘密保持権、そして課税庁における第三
者情報の秘密保持、の三つの点が重視されて
いる点を強調しておきたい。カナダにおいて
は、課税の際に第三者情報を使用する場合、
申告納税制度の本旨と関係する当事者の権利
および保護のバランスを十分に考慮している
ことが特徴的である。 

ところで、カナダにおいては、税務当局が
得た情報に関する守秘義務の規定はすでに
1917年に制度化され(19)、その後、1927年の
改正により、「当局の職員は、所得税法上入
手した情報について、法令に規定する場合を
除くほか他の者に漏らしてはならず、また所
得税法の規定に基づき提供された文書を他の
者に漏らしてならない。」(20)とされ、この守
秘義務違反を犯した場合、200 ドル以下の罰
金が科される旨規定されていた(21)。 

この規定は、その後も保持されていたが、
1966年に、他の者に情報を漏らしてはいけな
いこと、およびこれについて多くの例外を設
ける改正を行った。しかし、ある納税者の情
報を他の納税者に開示してはならないという
ことは引き続き規定されていた。 

その後、1978年になると、守秘義務を定め
た所得税法 241条 4項 bは、次のように改正
された。 

「所得税法上入手した情報について、それ
が納税者の更正等に利用されるためならば、
その納税者の配偶者またはその他の者の所得
の額に関する情報をその納税者に知らせるこ
とができる。」 

1985年になるとプライバシー法（Privacy 

Act ） と 情 報 ア ク セ ス 法 （ Access to 

Information Act）が定められたことから、所
得税法 241条は、所得税法上カナダ課税庁が
入手した情報の保持について、あらためて規
定する必要に迫られることとなった(22)。 

そして、1988 年に所得税法 241 条 4 項 b

は、「所得税法上、ある納税者の所得税に関し
て合理的に必要と認められる場合、当局はそ
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の納税者に対して第三者から入手した情報を
伝達することが許容される。」と改正された。 

1993 年、所得税法 241 条の改正により、
同条 4項 bは、使用する用語を伝達に代わり
提供に変更するなど所要の改正を経て現行規
定(23)となったとされる(24)。 

(2) 代表的な裁判例 

さて、カナダにおいては、この問題に関す
る立法の歴史が長いことから、これに関する
紛争も数多く生じている。そこで、主な裁判
例について概観してみることとする。 

まず、1973年に連邦控訴裁判所で判決が出
されたHuron Steel Fabrication事件(25)があ
る。これは、同社の過去の取引先であり、そ
の後休眠会社となった Pelon 社の 1964～
1966 年の確定申告書にある情報を用いてカ
ナダ課税庁が課税したことの適否が争われた
事案である。裁判の中で、Huron社は課税庁
に対して Pelon社の申告書の開示を求めた
が、課税庁はそれを開示することは公共の利
益に反すると主張し、これを拒否した。課税
庁は、公表することで公共の利益に反すると
主張した。これについて、連邦控訴裁判所は、
納税者が、イ．Pelon 社が実質的に一人の株
主により所有されていたこと、ロ．課税期間
内において Pelon 社は Huron 社に何の役務
提供もしていないこと、ハ．1966 年から 68

年までの間Pelon社は稼働していなかったこ
と、について立証することに成功したことか
ら、Pelon 社の申告書を開示することを許可
した(26)。 

次に、1987年に連邦控訴裁判所で判決が下
された Amp of Canada v. The Queen事件(27)

がある。この事件は、コネクタ等の部品を販
売していた米国法人のカナダ支店（非居住者）
である Amp 社が、1975 年～1978 年の間、
米国親会社からの仕入価額が販売価額の
80％であったのに対して、カナダ課税庁が調
査した 3 つの比較対象会社が 70％を仕入価
額としていたことから、Amp社の仕入価額を

販売価額の 70％として課税したことに対し
て取消訴訟を提起したものである。 

Amp 社は、訴訟の中でこれら 3 社の確定
申告書と財務諸表を開示することを求めた。
これに対して、課税庁は中立の立場を採った
が、3 社は自己の申告書等を開示することに
いずれも反対した。このうちの 2社は、財務
諸表の開示に反対し、裁判所に対して秘密保
持を求めた。残りの 1社は財務諸表の開示に
反対した。これに対して、裁判所は上述の
Huron事件と同様、これら 3社の財務諸表の
開示を命じた。 

この事件のポイントは、Amp社からの財務
諸表の開示要求が裁判で行われることを、カ
ナダ課税庁がこれら 3社に対して、裁判の前
に通知していたことである。カナダにおいて
は、課税のために資料を提示した納税者に対
して、課税された納税者からの資料開示要求
があった場合、情報を提供した納税者が自ら
の情報を開示しないように裁判所に要求する
ことができることになっている。裁判所は、
課税庁および課税された納税者の主張だけで
なく、情報を提供した納税者の主張も考慮し
た上で課税情報の開示が必要か否かを決定す
る。現行法(28)では、これが制度化されている
が、当時はこのような規定はなかった。なお、
開示されたのは裁判所においてのみであり、
代理人および代理人により定めた者のみに行
われたとのことである。開示は、あくまでも
裁判のみのために認められ、裁判終了時に返
還され、Amp社の従業員等はこれらの資料を
閲覧することができなかった(29)。 

カナダにおける第三者情報の開示に関して
最も重要な事件は、1992年に連邦控訴裁判所
から判決が下された Crestbrook Forest 

Industries Ltd. V. The Queen事件(30)と言わ
れている(31)。この事件は、カナダ課税庁が国
内のパルプ業を営む会社に業界調査目的であ
ることおよび収集した情報は秘密保持を行う
ことを約して情報提供を要請した調査に基づ
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くものであった。カナダ課税庁の要請に対し
て、多くの法人が最高秘密に属するものや価
格決定資料などを提供した。カナダ課税庁は、
収集した資料に基づいて Crestbrook 社に対
し、業界平均のディカウント率に比して低い
ことを理由に課税処分を行った。 

これに対して、Crestbrook社は調査中およ
び裁判において関係資料の開示を求めたが、
カナダ課税庁は拒否した。一方、アンケート
調査に協力した各社は、もし、情報の開示が
認められれば業界における競争状態に大きな
支障を及ぼすとして、開示をしないよう求め
た。これについて、連邦控訴裁判所は、つぎ
のように判示した。 

「カナダ課税庁は、パルプ業者に対して自
発的かつ特定の目的のために秘密保持を約し
て情報を入手した。したがって、入手した情
報を他の納税者への課税という別の目的に使
用することはできない。そのような使用が、
結果としてカナダ課税庁の秘密保持を害する
ことが避けられないことが明らかだからであ
る。カナダ課税庁が課税の根拠とした情報は、
秘密保持を約束し、かつ本件の課税目的とは
別の目的で収集されたものであり、本件課税
とは無関係である。よって、カナダ課税庁は
これに基づく課税を行うことはできず、これ
ら資料を開示することはできない。」(32) 

(3) 移転価格税制における納税者情報の取

扱い 

以上のような経緯を経て、カナダ課税庁は
移転価格税制に関する通達 Information 

Circular 87－2を 1987年 2月 27日に発遣し
た。その通達では、第三者情報について、パ
ラグラフ 48で次のように規定している。 

「移転価格課税に使用するために第三者か
ら情報を入手する場合、課税庁は、調査法人
にその情報を開示することについて、書面に
よる同意を得ることとする。もし、同意が得
られない場合、所得税法 241条 1項に規定す
る情報の開示は、調査法人が裁判所に対して

開示要求が提出されるまでは行われない。提
出された時点で、所得税法 241条 1項に基づ
きカナダ課税庁は調査法人に対して比較対象
会社の詳細を開示する。」 

これに対して、1995年にOECD移転価格
ガイドラインが改定されたことを受けて
1999 年に改正された情報通達 87－2R(33)は、
第 8章で「第三者情報の秘密」と題して、つ
ぎのように明示している。 

まず、パラグラフ208において、「カナダ課
税庁は、所得税法上の調査において、所得税
法に従って収集された第三者情報を更正の基
礎として用いることができる。しかし、所得
税法における規定に基づかない限り、第三者
情報を秘密として取扱い、開示することはで
きない。カナダ課税庁は、所得税法上の開示
条項を厳格に解釈し、収集した第三者情報の
秘密保持のためにあらゆる努力を払う。」と
し、つぎに、パラグラフ209は、「第三者情
報が更正の基礎となる場合、調査対象である
納税者にその旨通知する。第三者情報は課税
庁が秘密を保持するという規定に一致する範
囲内で調査対象納税者に提供される場合があ
る。調査対象納税者が情報の開示を求めた場
合、課税庁は情報を提供した第三者に書面で
の同意を求める。もし、同意が得られなかっ
た場合、課税庁は情報の秘密を保持するため
にあらゆる努力を払う。」と明示している。
最後に、パラグラフ210は、「調査対象納税
者が、裁判所に提訴したとき、所得税法241

条3項は第三者情報を開示することを許可す
る。しかしながら、第三者情報が開示される
ことになった場合、課税庁はまず、第三者に
対してその第三者情報が開示されないための
必要な手段（たとえば、第三者が裁判所に対
して秘密保持命令を発するよう手続きを取る
こと）を取るよう求めることになる。」 

以上、カナダにおける第三者情報の秘密保
持について制度の経緯と過去の主要な判決例
を概観した。 
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カナダにおいては、長い間第三者情報の秘
密保持が重視されてきた、という歴史(34)があ
り、守秘義務をめぐる議論があった。そこに、
移転価格税制の適用という新しい局面が出て
きたことから、これまでの第三者情報の秘密
保持とシークレット・コンパラブルの問題に
ついて、多くの主張がなされてきている。た
とえば、それほど議論が進んでいない時期の
主張として、「移転価格税制においては、秘
密情報を開示することで商業上のリスクが増
すことから、これを他の状況より優先すべき
である。」(35)という見解がある。 

しかし、シークレット・コンパラブルの問
題が国際的に議論されるようになった2000

年代以降は、シークレット・コンパラブルの
適用を行うべきでないという主張が表れてい
る。ある論者は、シークレット・コンパラブ
ルの問題が複雑、かつ困難なことを前提とし
て、「まず、カナダ課税庁にシークレット・
コンパラブルを適用した更正を禁ずるという
方法がある。次に、調査対象納税者が比較対
象取引を開示したい場合に更正の根拠が明ら
かでない場合にシークレット・コンパラブル
の適用を禁止するという方法がある。3つ目
の方法として、情報を提供した第三者が情報
開示に同意する場合または情報を開示しても
第三者が特定できない場合にシークレット・
コンパラブルの適用ができるとすることが考
えられる。4つ目として、ニュージーランド
で行われているように、調査対象の選定のみ
に使用し、更正の根拠としてシークレット・
コンパラブルを適用しないという方法があ
る。・・・しかし、最も適切な方法は、カナ
ダ課税庁がシークレット・コンパラブルを適
用することを禁止することであろう。」(36)と
述べている。 

このように、シークレット・コンパラブル
の適用を制度上認めているカナダにおいて
も、移転価格税制におけるシークレット・コ
ンパラブルの適用に関しては、否定的な見解

が多いのではないかと思われる。 

 

５．OECD 移転価格ガイドラインにおける議論 

(1) 改定に至る経緯 

経済協力開発機構（OECD）租税委員会は、
1973 年に第 6 作業部会（WP6）を設立して
移転価格ガイドラインの議論を開始し、議論
を重ね 1979年 5月に移転価格ガイドライン
（以下、「1979年移転価格ガイドライン」と
いう。）(37)を公表した。 

OECDが議論を開始したのは、米国がすで
に 1968 年には財務省規則を制定して、移転
価格税制に関する規定を整備していたこと、
そして、米国以外の先進国においても移転価
格問題が大きな問題となっていたことが考え
られる。1979年OECD移転価格ガイドライ
ンは、基本三法を優先して適用することとし
たが、米国財務省規則が CUP 法、RP 法、
CP 法の順に適用すべきとしたのに対して、
とくに明確な順位づけを行うことはなく、算
定方法については、一般的な記述に止まって
いるといわれていた(38)。 

しかし、米国においては財務省規則制定後、
無形資産取引に対して十分に対応できなかっ
たことなどにより、1986年にいわゆる所得相
応性基準が内国歳入法典 482 条に追加され、
1988年には移転価格の白書が公表された。そ
の後、1992年の財務省規則案、1993年の暫
定規則を経て、1994年に最終規則が策定され
た。この中で、独立企業間価格の算定につい
ては、基本三法以外の方法として、利益比準
法（CPM）と利益分割法を追加し、基本三法
とこれら二つの方法を同列に置き、その事実
と状況において最適な方法を用いるべきとし
た。これが最適方法規定（best method rule）
である。これについて増井良啓教授は、「・・・
『価格から利益へ』といわれる動きである。
無形資産に関する移転価格の審査に当たり、
比準対象の利益に着目する方法や、当該企業
グループの利益を分割する方法を、明示的に
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認めたのである。OECD各国もこれに対応す
る必要性にせまられた。」(39)と述べている。 

OECD は、1992 年以降の米国の動きに対
応するようにガイドラインの改定を行い、
1995 年に「OECD 移転価格税制ガイドライ
ン」と題する文書（以下、「OECD 移転価格
ガイドライン」または「OECDガイドライン」
という。）を公表した。それによると、基本三
法（伝統的取引基準法）が適用できない場合
に、いわゆる最後の手段として取引単位利益
法（取引単位営業利益法（TNMM）および利
益分割法）が適用できるとされていた(40)。そ
れ以降、OECDガイドラインは、移転価格税
制に関する国際課税規範として主要先進国に
おいて幅広く認知されてきた(41)。 

当時 30か国で構成され議論された OECD

移転価格ガイドラインは、基本三法（伝統的
取引基準法）に引き続き優位性を認めただけ
でなく、その中での CUP 法の優位性(42)を堅
持した。また、OECD移転価格ガイドライン
は、取引単位での検討すなわち価格を比較す
る方法の優位性を維持し最適方法規定を採用
する米国財務省規則とは明らかに異なってい
た(43)。シークレット・コンパラブルの問題に
ついては、当時ほとんど議論されることがな
く、1995年OECDガイドラインには、これ
に関する記述はなかった。 

その後、1995年OECD移転価格ガイドラ
インは、経済社会の変化に対応しているとは
言えず、改定の必要に迫られることとなった。

そこで、OECDは 2001年以降、経済状況の
変化に対応するために、「取引単位利益法の適
用」と「比較可能性」の二つについて改定作
業を開始した。 

シークレット・コンパラブルの問題は、
OECD移転価格ガイドラインの改定作業、と
くに「比較可能性」の中で世界的な議論が行
われることになった。OECD租税委員会の場
でシークレット・コンパラブルの問題が議論
されるようになった背景には、わが国におい
てシークレット・コンパラブルを用いた課税
がある程度行われたことが少なからず関係す
る。これについては、後述することとし、こ
こでは OECD 移転価格ガイドラインの改定
作業におけるシークレット・コンパラブルの
問題について述べることとする。 

(2) 2006 年 5月草案の公表 

さて、OECDガイドラインの改定は、まず、
比較可能性に関して 2003年 4月 29日に一般
からのコメントを求めるところから民間人が
関与できることとされた(44)。続いて、2006

年 5月 10日、比較可能性に関して 2度目の
コメントを求めた(45)。 

OECD 移転価格ガイドラインの改定の中
でシークレット・コンパラブルの問題が大き
く取り上げられたものとして 2006年 5月草
案があり、シークレット・コンパラブルにつ
いて次のように記述している。少し長くなる
が、重要な部分であることからこれを引用す
る(46)。 

A.2 税務当局による非公式情報及び秘密情報の使用 

1. 税務当局は詳細だが秘密の情報、例えば第三者の税務申告や調査などから得られる情
報といった、納税者が利用できない情報にアクセスすることができるだろう。納税者と
税務当局の間に存在するこの情報の非対称は、税務当局が秘密情報に頼る原因にもなり
うる(47)。特に公開された情報源が乏しい場合には、税務当局としては調査又は申告手続
を通して得た他の納税者の情報を使いたくなるだろう。税務当局は機密保持規定により
他の納税者の身元を明らかにすることができないため、そのような情報は「シークレッ
ト・コンパラブル（secret comparables）」と呼ばれる。 

a) 産業界から寄せられた意見 
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2. 「シークレット・コンパラブル」の使用については、多くの実業評論家から不公正で
透明性を欠くとの強い懸念が表明された。具体的には、評論家たちは、いわゆる「シー
クレット・コンパラブル」の使用は、移転価格の決定が独立企業原則に則ったものであ
ることを「誠実に示す」義務が納税者と税務当局の双方にあることに反するものだとし
て、OECDに対しこれを認めないように求めている。  

3. この問題には、実際上次の 2点が包含されている。 

納税者がシークレット・コンパラブルに対して同意・不同意を示すことができない状
況で、シークレット・コンパラブルを移転価格調整を正当化するために使用しうるのか。 
そのようなシークレット・コンパラブルは、権限ある当局の手続上正当なものとして
使用されうるのか。  

b) 移転価格調整における「シークレット・コンパラブル」の使用 

4. 移転価格調整における「シークレット・コンパラブル」の使用に関しては、OECD加
盟国の経験は二つに分かれている。一方では多くの国が、特に手続の公正と透明性の観
点から（及び、その結果として納税者がそのような「シークレット・コンパラブル」の
信頼性を認めうるかどうかという観点から）、「シークレット・コンパラブル」は多くの
不安を生むものだと考えている。他方、一部の国は、納税者と税務当局の間に情報の非
対称があることが事実である以上、有益な情報源となりうるものを一律に排除したくな
いと述べている。「シークレット・コンパラブル」の使用に伴う産業界の懸念は広く認め
られているが、多くの税務当局は、特に利用可能な公開の比較可能データが限られてい
る場合や、問題の企業がリスク評価ではなく移転価格調査の対象とされている場合、こ
の種の情報を利用し続けている。 

5. 実際には、「シークレット・コンパラブル」は上の A.1節で述べた納税者による秘密情
報の使用と同様の問題を提起する。例えば一部の国は、そのような「秘密比較情報」を、
特により良い情報がない場合には税務当局に必要な情報を提供するものだと考えている
が、「シークレット・コンパラブル」の使用は、守秘義務によって証拠を提出できない以
上、文書化及び立証責任という点で手続上の問題を生ずる。  

6. その他のいくつかの国は、自国内で国内法によって移転価格調整における「シークレ
ット・コンパラブル」の使用が理論上認められているにもかかわらず、実際には以下の
理由により使用が制限されていると述べている。 

ある国々では、関与している第三者の情報を使用する場合には、その第三者の同意を
求めなければならない。 

多くの国では、納税者が弁護の準備に必要な情報を与えられていないという理由で、
裁判所がそのような情報を却下する傾向にある。 

7. 第三者に対する守秘義務ないし透明性の問題に関する限り、多くの国の国内法が第三
者の「秘密」情報の使用及びその結果としての開示について、その情報源の完全な同意
が得られた場合にのみこれを認めている。この点が「シークレット・コンパラブル」の
実際の使用においては大きな足かせとなっているようである。 

i) 公正 

8. 一部の国は「シークレット・コンパラブル」を調査に使用することに強く反対してい
る。なぜならば、これらの国は、その使用が移転価格ガイドラインの基本にある誠実性
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を揺るがし、また、本来ならば納税者と関連税務当局の間で相互協議が可能な結果抽出
プロセスを蝕むことになると考えているからである。 

9. この状況は、納税者が合理的な文書化要件を満たしていない場合には異なったものと
なるだろう。「シークレット・コンパラブル」の使用を国内法によって認めている国々は
――公開情報が限られている国は特に――すでに述べたように、現に情報の非対称がある
以上、使用の可能性を排除したくはないだろう。この問題に対する答えの一つは、適切
なセーフガードを設けて、手続における公正さを確保することにあると思われる。 

ii) 信頼性 

10. 「シークレット・コンパラブル」の使用に関するもう一つの懸念は、問題の事業にお
ける適切な比較可能性及び信頼性の検討という点で最も知識があるはずの納税者がその
情報の入手にかかわっていないことから、本質的に信頼性が低いと考えられることにあ
る。  

11. さらに、もし選択プロセスが納税者にとって不透明だとすれば、それが主観的か客観
的か、信頼できるかできないかを検証することができず、したがって結果が正しいかど
うかも判断できない。比較対象の識別が納税者に開示されないのであれば、納税者がそ
の結果から選択プロセスの客観性や信頼性を評価することはできない。  

iii) 移転価格調整における「シークレット・コンパラブル」の使用に関する結論 

12. 理想的には、OECDは「シークレット・コンパラブル」の使用を認めたくはない。し
かし現実問題としては、一部の国、とりわけ利用可能な公開の比較可能情報が限られて
いる国でこうした秘密情報が使用されている。納税者が合理的な文書化要件を満たして
いない場合については、上の A.2 節の(b)(i)を参照いただきたい。「シークレット・コン
パラブル」を調査に使用している国々に対しては、国内法上又は実務上適切なセーフガ
ードを設けることによって、納税者にとっての合理的な公正さと信頼性を確保するよう
推奨する。 

 

上の記述はいわゆる両論併記になってお
り、このことからシークレット・コンパラブ
ルの問題については、OECD加盟国の中で意
見が大きく二つに分かれていることが明らか
になった。要するに、2006 年 5 月に民間か
らコメントを募集する時点において、シーク
レット・コンパラブル適用の可否については、
これを容認している国と否認している国があ
り、いわば OECD 租税委員会が真っ二つに
割れていたことになる。 

2006年 5月の草案に対して、民間から 14

通のコメントが寄せられた(48)。その中でシー
クレット・コンパラブルの使用を容認するコ
メントはなかった。一方、シークレット・コ
ンパラブルの使用に強く反対するコメントと

して、Confédération Fiscale Européenneは
「透明性が極めて重要であることから、
OECD 移転価格ガイドラインはシークレッ
ト・コンパラブルの使用を拒絶すべきであ
る。」(49)とコメントし、いずれも大手会計事
務所である Ernst & Young(50)および PWC(51)

など明確にシークレット・コンパラブルを否
定すべきとするコメントが 4つあった。 

また、インドの RSM Advisory Serviceか
らは、「シークレット・コンパラブルを使用す
るのは不公平であり、シークレット・コンパ
ラブルを用いて課税された納税者は、その情
報により独自に機能分析と比較可能性分析を
行うことができるようにすべき」(52)とコメン
トした。 
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(3) 2008 年 1月草案の公表 

比較可能性についての草案は、これ以降
2009 年 9 月まで公表されていないが、2008

年 1月の取引単位利益法草案で情報へのアク
セスについて言及されていたので、ここで少
し触れてみたい。 

OECD租税委員会はその後、2008年 1月
25 日、取引単位利益法に関する2 回目の草
案を公表して、一般からのコメントを求め
た(53)。同草案では、税務当局が移転価格調査
の際、取引単位利益法の適用を行う場合には、
調査対象法人の国外関連者の情報の必要性に
言及していた。 

この問題は、上述したカナダにおける第三
者情報の問題の際にも議論されていた(54)。ま
た、わが国の移転価格税制においても、調査
対象法人に対して、その国外関連者情報を入
手して提供すべきであるという規定(55)が存
在する。これは、罰則がないことから一般に
入手努力義務とされ、この規定についての位
置付けについて若干の議論(56)がある。 

国外関連者への情報については、たとえば、
草案のパラグラフ 43では、「情報へのアクセ
スは、すべての移転価格算定方法の適用及び
検証においてカギとなる論点である。」と述
べし、パラグラフ 46では、「情報へのアクセ
スは、文書化の論点と密接に関連する。2007

－08年作業計画の策定に際して、作業部会は
移転価格文書化に関するプロジェクト案の範
囲について議論したが、その際には、新たな
指針の策定は比較可能性や利益法の見直しの
結果を踏まえて検討すべきと認識されてい
た。各種利益法の見直しではこれらの方法に
関する特定の資料要件、例えば関連者間取引
にかかわる外国の関連者に関して、当該取引
に利益分割法が適用される場合の資料要件の
必要性を強調する場合があることが、特に言
及されていた。」と述べている。そして、暫定
的な結論としてパラグラフ 56で、「情報への
アクセスは、移転価格算定手法、特に取引単

位利益法の適用において決定的に重要であ
る。上記で議論した論点については、今後、
OECDが移転価格ガイドラインの第5章を改
正する際に取り組むべきである。」と述べてい
る(57)。 

一方、情報へのアクセスについては、現行
の OECD 移転価格ガイドラインのパラグラ
フ 5.11において、「多くの場合、移転価格の
調査上、外国の関連者の情報は不可欠である。
しかしながら、そのような情報の入手は、納
税者が納税者自身の書類を作成する際には生
じない困難を伴う。納税者が外国法人の子会
社であった場合、あるいは単なる少数株主で
あった場合には、納税者が当該関連者を支配
しているわけではないので、情報の入手は困
難になる。」と記述され、2008年 1月草案で
は、OECD移転価格ガイドラインの第 5章の
記述をアップデートする必要性を感じてはい
るものの、取引単位利益法に関する部分の改
定の直接の目的ではないことから、後の検討
に任せることを述べていると考えられる。 

2008 年 1月の草案においては、シーク
レット・コンパラブルの問題について触れて
いなかったこともあり、寄せられた合計 17

通のコメント(58)ではこの問題について言及
しているものはなかった。 

その後、OECD租税委員会は、2008年 11

月 17日・18日の両日、比較可能性と取引単
位利益法に関して書面でコメントを送付した
民間人との協議会（Business Consultation）
を開催した(59)。 

(4) 2009年 9月草案と2010年 7月ガイドラ

インの改定 

これを受けて、OECD 租税委員会は 2009

年 9月 9日、これまでの比較可能性と取引単
位利益法の検討を含む OECD 移転価格ガイ
ドラインの第 1章から第 3章までの改定草案
を公表し、一般からのコメントを求めた(60)。
改定案において、シークレット・コンパラブ
ルについては、パラグラフ 3.35において、「税
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務当局は、他の納税者の調査から又は他の情
報源から、納税者には開示されない情報を得
るかもしれない。しかしながら、そのような
データに基づいて移転価格算定方法を適用す
ることは公平でないであろう。ただし、税務
当局が国内の守秘義務の範囲内でそのような
データを納税者に開示することができ、それ
によって、納税者が自己の立場を擁護するた
めの及び裁判所による効果的な司法的コント
ロールを守るための十分な機会が納税者に与
えられる場合、この限りではない。」と記述さ
れていた。 

これを見る限り、シークレット・コンパラ
ブルの適用については、一定の条件をクリア
することにより、その使用を認めたと理解す
ることができる。 

2009 年 9 月の草案に対して、民間から多
くのコメント(61)が寄せられた。寄せられたコ
メントのうち、シークレット・コンパラブル
の適用を不公平としたことを歓迎するもの
（Baker & McKenzie）、シークレット・コン
パラブルの適用に反対し公開情報のみを用い
るべきとするもの（BIAC、French Banking 

Federation 、 Freshfields Bruckhaus 

Deringer LLP、ICAEW、KPMG、PWC、

Python & Peter、Richter Consulting Inc、
Tax Executive Institute、Transfer Pricing 

Discussion Group）、シークレット・コンパ
ラブルを適用して課税する場合には課税に用
いた第三者情報を調査対象納税者に開示すべ
きとするもの（Caplin & Drysdale、E&Y、
MEDEF、TP Consulting）、シークレット・
コンパラブルの使用に懸念を示すもの（True 

Partners International）など半数以上が
OECD 草案の記述に否定的なコメントを寄
せた。これに対して、シークレット・コンパ
ラブルの問題についてコメントを寄せていな
いものは 16あった。 

以上の経緯を経て、2010 年 7 月 22 日、
OECD租税委員会は、1995年OECD移転価
格ガイドラインの第 1章から第 3章までを大
幅に改定し、これに事業再編に関する第 9章
を追加した 2010年OECD移転価格ガイドラ
インを公表した(62)。 

2010年OECD移転価格ガイドラインは、
いわゆるシークレット・コンパラブルの問題
については、パラグラフ 3.36に「A.4.3.3 納
税者に開示されない情報」という表題の下で
以下のように記載された。 

 

3.36 税務当局は、他の納税者の調査から又は他の情報源から、納税者には開示されない
情報を得るかもしれない。しかしながら、そのようなデータに基づいて移転価格算定方
法を適用することは公平でないであろう。ただし、税務当局が国内の守秘義務の範囲内
でそのようなデータを納税者に開示することができ、それによって、納税者が自己の立
場を擁護するための及び裁判所による効果的な司法的コントロールを守るための十分
な機会が納税者に与えられる場合、この限りではない。 

 

上述したように、OECDが公表した草案に
対するコメントの半数以上が、シークレッ
ト・コンパラブルの適用について否定的な見
方をしていたが、OECDは最終的に 2009年
草案を 100％維持した。これは、とくに英米
を中心とする反対意見が多くある一方、シー
クレット・コンパラブルの適用を何らかの形

で肯定する国も多かったことを意味する。こ
れらの国々の状況を勘案して、OECDとして
条件付きでの適用を認めざるを得なかったと
評価すべきであろう。 

 

６．平成 23年度税制改正に至る経緯 

わが国においては、上述したように1990年
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代後半になってシークレット・コンパラブル
の問題が顕在化した。しかし、2000年代に入
ると、シークレット・コンパラブルの問題は
あまり議論されなくなってきた。これは、課
税庁が1990年代後半における批判を考慮し
たこと、そして移転価格税制の適用対象が外
資系法人から内資系法人にシフトしたため
に、シークレット・コンパラブルの問題が生
じなかったことに起因すると思われる。 

このような中で、平成23年度税制改正にお
いて、シークレット・コンパラブルの問題が
取り上げられた理由として、①経済産業省移
転価格税制研究会の議論、および②アドビ事
件においてこの問題が争点の一つになったこ
と、の二つがあげられると考える。 

まず、移転価格税制研究会は、とくに2005

年、2006年頃における課税庁の課税攻勢に対
応するため、経済産業省において平成18年11

月より学識経験者、大企業、税理士法人等か
らなる移転価格税制の専門家による「移転価
格税制研究会」が組織され、その中間報告書

が平成19年11月9日に公表され、その中でシ
ークレット・コンパラブルの問題について言
及されていたことがある。 

たとえば、移転価格税制研究会第5回（平
成19年3月1日）【議事要旨】の１．移転価格
税制を巡る論点の検討について、の中に、「シ
ークレット・コンパラブルについて適用頻度
は少なくなっているものの、納税者にとって
課税当局の処分に対する検証・反証ができず、
脅威となっており、これの使用を抑制すべ
き。」という意見(63)がある。 

これを受けて、平成 19年 11月 9日に公表
された「中間報告書」(64)の中で、主要論点の
一つとして「シークレット・コンパラブルの
使用制限」が今後の制度上の課題として提起
されたと記載されていた。 

次に、いわゆるアドビ事件において、シー
クレット・コンパラブルの問題が争点となっ
たことから、この事件について、若干触れる
ことにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事件(65)は、コンピュータソフト等の開発
を行う外国法人 P1又は P2は，日本子会社で

あるアドビをP1又はP2が開発した製品の販
売促進のみを行わせ、棚卸資産取引は第三者

図表 1 アドビ事件の図 

P1又は P2 卸売業者 

（F・G・H）

リセラー 

アドビ 

P3ソフト販売 P3ソフト販売 

役務提供契約 役務提供 

卸売業者 

ユーザー 

比較対象 

法人 

卸売業者 

（第三者） 
ソフト販売 ソフト再販売 

委託販売業者を比較対象法人として、RP法に準ずる方法で課税 

≪問題取引≫ 

≪比較対象取引≫ 
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と行っていた。P1又は P2からアドビに対し
て支払われる役務提供の対価が低価であると
して、課税庁は再販売価格基準法（RP 法）
に準ずる方法と同等の方法を用いて移転価格
税制を適用した。アドビはもともと再販売を
行っていたが、日本の実効税率が高いことな
どを理由として、P1又は P2は、再販売機能
をアイルランドに移転し、その結果アドビの
利益が大きく減少したことが本事件の背景に
あるとされる。 

本事件について、第一審の東京地裁は課税
処分を維持したが、東京高裁は、比較対象取
引が受注販売方式であるのに対して、本事件
が役務提供取引であることを理由に、課税庁
が採用した算定方法が RP法に準ずる方法と
同等の方法に該当せず、したがって課税処分
は違法であるとした(66)。アドビ事件は、上告
受理申立てがなく、第二審で確定した。 

そこで、シークレット・コンパラブルに係
る裁判所の判断を第一審判決文から見てみる
と、次のとおりである。 

「租税特別措置法 66条の 4第 9項は、税
務職員による比較対象法人に対する質問検査
権限を創設した規定であって、当該質問検査
に係る手続要件自体が課税処分の要件となる
ものではないから、当該質問検査に係る手続
が違法であることを理由に、直ちに課税処分
が違法であるということはできず、当該質問
検査に係る手続が刑罰法規に抵触し、又は公
序良俗に反するような重大な違法がある場合
に初めて、当該処分の取消事由となるものと
解するのが相当である。原告は、租税特別措
置法 66条の 4第 9項所定の要件が課税処分
の要件であり、同項所定の要件を満たすこと
なくされた質問又は検査の結果得られた資料
に基づき課税処分がされた場合には、直ちに
重大な違法がある旨主張する。 

確かに、原告が主張するとおり、同項所定
の質問検査権限の行使の結果得られた非公開
情報については、公務員の守秘義務等を理由

に、納税者側が十分な検証を行うことができ
ない場合があるが、そのことから直ちに、同
項所定の要件が課税処分の要件であり、同項
所定の要件を満たすことなくされた質問又は
検査の結果得られた資料に基づき課税処分が
された場合に、直ちに重大な違法があると解
することはできないといわざるを得ない。」と
判示し、課税庁がシークレット・コンパラブ
ルを用いて課税したことに違法はないとした。 
これに対して、第二審では、課税庁の採用
した移転価格算定方法が、措置法 66 条の 4

第 2項に規定する RP法に準ずる方法と同等
の方法とは認められず、課税処分が違法であ
り、取り消すべき、と判示したのみでシーク
レット・コンパラブルの問題について論じて
いない。 

次に、基本三法と同等の方法を用いること
ができない場合であるか否かにつき、第一審
判決は、次のように判示した。「被告（筆者注：
国）において、処分行政庁（筆者注：税務署
長）が合理的な調査を尽くしたにもかかわら
ず、基本三法と同等の方法を用いることがで
きないことについて立証したといい得るか否
かを検討するに、前記認定事実のとおり、P4

調査官は、本件に基本三法と同等の方法を適
用するために必要な比較対象取引が存在する
か否かについて、①他のパッケージソフト
ウェア販売業者に対する調査で収集した情報
から、比較対象取引となる役務提供取引があ
るかどうかを確認し、②し好品の輸入販売会
社に対する調査において把握していた販売促
進等の役務提供取引を行う法人について情報
収集を行い、③人材派遣会社が行う取引のう
ち、販売促進業務を請け負う形態の取引につ
いて情報収集を行い、④データベースから役
務提供を行っているものと思料される外資系
法人を選定し、申告書により利益水準の検討
を行ったほか、⑤比較対象取引の選定過程に
おいて、手数料方式の取引があるかどうか確
認するなどの調査をしたが、いずれの調査に
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おいても、適切な役務提供取引を見いだすこ
とができないか、あるいは、役務提供取引を
行っていても、関連者間の取引であったり、
取引開始から日が浅いなどの理由により、比
較対象取引とすることができなかったことが
認められるのであって、上記認定を覆すに足
りる証拠はなく、かえって，本件報告書（乙
23）中には、「本分析に CPLM（原価基準法）
を適用する場合の前提事項として、販売促進
活動及び市場開拓等の、コミッションベース
の販売代理活動を行う、外部の比較対象とな
るサービスプロバイダを特定するのは、極め
て困難であることがある。」との記載があるこ
とを考慮すると、課税庁が合理的な調査を尽
くしたにもかかわらず、基本三法と同等の方
法を用いることができないことについての被
告の立証があったというべきである。 

したがって、本件国外関連取引に係る独立
企業間価格を算定するにつき、同号イ所定の
基本三法と同等の方法を用いることができな
い場合であると認めるのが相当である。」(67) 

ここで言えることは、課税庁は合理的な調
査を行ったことを立証した(68)ことになり、い
わゆる準ずる方法の課税要件を満たしたとい
うことである。このことについては、第二審
においても引用されており(69)、これにより基
本三法と同等の方法を用いることの可否に関
する立証責任が課税庁から納税者に転換され
たと考えられている(70)。 

本事件は、第二審判決により第一審判決が
取り消されたことから、日本におけるシーク
レット・コンパラブルの問題に裁判所の判断
が下されたことにはならない。しかし、アド
ビ事件をめぐってシークレット・コンパラブ
ルの問題について色々な見解が示されている
ことから、これを整理することとする。 

まず、北村導人弁護士は、「課税処分におけ
るシークレット・コンパラブルの利用は、申
告納税制度において納税者が自ら入手又は確
認することのできない情報に基づき課税する

ことの不合理性、納税者の検証の機会の喪失、
情報の性質による相互協議の困難性など深刻
な問題点が指摘されている。特に重要な問題
点は、課税庁と納税者の情報の非対称性であ
る。すなわち、シークレット・コンパラブル
は、非公開情報であるが故に、法人税法 163

条の国税職員の守秘義務の関係で、課税庁側
の手元にある情報を、納税者側は取得するこ
とができないため、課税庁側による更正処分
の理由に対して納税者に検証の機会が与えら
れず、さらには当該課税庁側の主張に対する
納税者の反論の機会が事実上失われる可能性
があるという問題を有する。」と述べ(71)、シ
ークレット・コンパラブルの利用は申告納税
制度の観点から重要であると主張している。 

また、課税庁が納税者の同業他社から収集
した資料は、「調査の段階で納税者に明らかに
されない。その結果、課税の相当性について
納税者から反論することができない・・・」(72)

という問題点も指摘されている。 

次に、本庄資教授は、「シークレット・コン
パラブルは、納税者にとって不意打ちの性格
があり、守秘義務により納税者の反証の可能
性が制限されることについて批判されてい
る。・・・自主申告制度の下では納税者が更正・
決定の理由を知ることは、納税者の権利保護
の観点から保障されるべきである。シーク
レット・コンパラブルの開示請求について見
解は分かれるが、推定課税制度を維持するの
であれば、立法上、守秘義務と納税者の権利
保護を両立させる措置を講じることが必要で
あろう。」(73)と述べた上で、税務大学校居波
邦泰教育官の論考(74)を受けて、次のように述
べている。 

「シークレット・コンパラブルについて、
①納税者がシークレット・コンパラブルを用
いて当初申告することは不可能であり自主申
告制度の原理に反するとの批判、②納税者の
課税処分の根拠となる事実および仮定につい
て知る権利を侵害し納税者の予測可能性を阻
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害しているとの批判がある。これらの問題に
ついて、居波教育官は、「移転価格事案の訴訟
に係る対処等の検討」（税務大学校論叢 54号）
において次の対応策を提言している。 

①について、文書化の導入後において法人
が文書化を適正に行っており、かつ、それに
基づいて独立企業間価格が適切に算出されて
いると判定できるのであれば、国税通則法 65

条 4項にいう「正当な理由」があると判断し、
課税処分に係る過少申告加算税の賦課を免除
することが考えられる。 

②について、特許法 105条の 7の裁判官だ
けに証拠陳述をすることができる「公開停止
に係るインカメラ審理手続」は完全には守秘
義務に対応していないものの、実質的に第三
者情報の保護機能を有するのであれば、シー
クレット・コンパラブルへの対応策になるも
のと思われ、このようなインカメラ審理手続
を国税通則法 116条の関連規定として導入す
ることが考えられる。」(75) 

筆者は、アドビ事件の第二審判決について、
課税庁が主張した RP法に準ずる方法と同等
の方法を認めなかったことについては過度に
措置法の課税要件を厳しく判断したと考えて
いる。米国が 1980年代後半以降、移転価格
算定に関して「所得から利益へ」という流れ
を作り、1995年OECD移転価格ガイドライ
ンでは基本三法重視の姿勢を示した OECD

租税委員会も、2010年の改定で米国と同様
「最適方法ルール」を採用したことを考えれ
ば、各国の法令および通達が利益法を認める
方向に進んでいる。わが国も平成 23年度税

制改正により、2010年OECD移転価格ガイ
ドラインと同様、移転価格算定方法の間の優
先順位を廃止した。このことは、利益法を積
極的に適用していこうとの世界的な潮流であ
る。 

これに対して、わが国裁判所は、少なくと
も第二審の判決を見る限り、あくまでも法令
に規定されている課税要件を厳しく限定的に
解釈していると考えられる。これが日本だけ
の傾向なのか、諸外国でも同様なのかは後の
研究に譲ることにするが、アドビ事件におけ
る第二審の判断は RP法に準ずる方法と同等
の方法の適用要件を厳しく解釈したと考えて
よい。 

いずれにしても、わが国においてはシーク
レット・コンパラブルの適用について否定的
な見解が引き続き多いということができる。
そして、その根拠としては、課税庁と納税者
との情報の非対称性のみがあり、カナダにお
ける第三者情報の秘密保持の観点が欠落して
いるのが特徴である。 

 

７．平成 23年度税制改正の実現 

平成 23 年度税制改正におけるシークレッ
ト・コンパラブルの問題については、平成 22

年度税制改正大綱（平成 21年 12月 22日）
にすでに記載されているので、以下に掲げる
こととする。そして、これがどのように実現
されたかを簡記する。 

なお、平成 22 年度税制改正大綱には、と
くに付番はされていないが便宜的に筆者が 6

つに区分して表示した。

  

イ．関連者の判定基準における実質的な判断（22年 6月事務運営指針で手当て済）や 

ロ．独立企業間価格の算定方式における「幅（レンジ）」の概念のあり方（23年度通達改
正）などについて検討を行うとともに、 

ハ．独立企業間価格の算定方式の適用優先順位の柔軟化（23年税制改正）や 

ニ．比較対象取引の候補となりうる取引が複数存在する場合等の選定のあり方の更なる明
確化（23年度通達改正）、 

ホ．シークレット・コンパラブル（類似の取引を行う第三者から質問検査等により入手し
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た比較対象取引についての情報）のあり方（23年度通達改正。なお、下線は強調のため
筆者加筆）、 

へ．執行体制の充実などによる事前確認の一層の迅速化（23 年 7 月人事異動において東
京局国際情報2課に主任国際情報審理官を設置し、相互協議室のラインを8→11に増加） 

 

上のホで示すように、シークレット・コン
パラブルの問題は、税制改正を伴うものでは
なく、国税庁における執行の改善で手当てす
ることとされた。 

そこで、国税庁は平成 23 年度税制改正を
受けて、平成 23年 8月 12日に「租税特別措
置法関係通達（法人税編）」及び「租税特別
措置法関係通達（連結納税編）」の一部を改
正する案並びに「移転価格事務運営要領」（事

務運営指針）及び「連結法人に係る移転価格
事務運営要領」（事務運営指針）の一部を改
正する案に対する意見募集について、と題す
る一般からの意見募集を 9 月 10 日締め切り
として行った。 

それによると、事務運営指針 2－5 を次の
ように（下線部）変更することを提案してい
た。 

 

「（推定規定又は同業者に対する質問検査規定の適用に当たっての留意事項）  

2－5 ・・・・・・・・・・  

(1) ・・・・・・・・・・・  

(2) (1)の提示又は提出を求める場合には、独立企業間価格の算定に必要と認められる範囲
内において、法人に対し期日を定めて当該提示又は提出を求める。  

また、当該期日は、当該法人の意見を聴取した上で当該提示又は提出の準備に通常要
する期間を斟酌して定めることとし、当該期日までに当該提示又は提出がない場合で、
当該法人がこれをできなかったことにつき合理的な理由が認められるときには、当該法
人の意見を再聴取し、改めて期日を定める。 

(注)1 法人が独立企業間価格を算定している場合には、当該法人が当該算定に用いた書類に基づ

き独立企業間価格の算定ができるかどうかを検討し、当該書類以外の書類の提示又は提出を

求める必要があるかどうかを判断する。  

2 当該提示又は提出に係る期日の再設定を繰り返し行った結果、当初の期日から相当の期間

が経過した場合において、それ以後の書類の提示又は提出が見込まれないときには、法人に

対し、「第 6項に規定する書類が遅滞なく提示又は提出されなかったため措置法第 66条の 4

第 6項又は同条第 8項の適用要件を満たす」旨を説明する。（以下略（変更なし））」 

 

この改定案からは、国税庁としては、推定
規定又は同業者に対する質問検査規定の適用
について、さらに謙抑的に運用することとし、
引き続きシークレット・コンパラブルの適用
を行えるようにする環境整備を行ったものと
考えるべきであろう。 

これに対して、寄せられたコメントでは、
2－5 について期日の再設定について認めら

れる合理的な理由の例示を求めるもの、およ
び再設定をどの程度繰り返すことができるの
かについて明確化するよう求めるもの、の二
つがあった(76)。 

国税庁は、これらのコメントを受けて、平
成 23年 10月 27日付で事務運営指針を改正
した。その中で、シークレット・コンパラブ
ルの適用の問題点に関して、同 2－5(3)は(4)
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と変更され、つぎのように記述された。 

「措置法第66条の4第8項の規定を適用し
て把握した非関連者間取引を比較対象取引と
して選定した場合には、当該選定のために用
いた条件、当該比較対象取引の内容、差異の
調整方法等を法人に対し十分説明するのであ
るが、この場合には、国税通則法第126条((職
員の守秘義務規定))の規定に留意するととも
に、当該説明を行った事実を記録する。（下
線は強調のため筆者加筆）」  

シークレット・コンパラブルの問題につい
て、平成 23 年度税制改正とそれを受けて実
施された事務運営指針の改定においては、「十
分」という用語が追加されたのみであった。 

この点について、国税庁の担当官は、次の
ように述べている。 

「質問検査権限に基づくシークレット・コ
ンパラブルの収集等については、法人が独立
企業間価格の算定に必要な書類を遅滞なく提
示等しないことが要件とされておりますが、
その提示等に係る期限に関する執行上の取扱
いとして、『独立企業間価格の算定に必要な書
類の提示等の準備に通常要する期間を斟酌
し、その期限を定める』旨をこの指針で設け
ているところです。 

今回の事務運営指針の改正においては、納
税者の予見可能性を確保する観点から、①書
類の提示等に係る期限について、合理的な理
由があれば、当該期限の再設定により延長を
認めること、また、②再設定を繰り返し相当
な期間が経過した場合において、なお書類の
提出が見込まれないときに、シークレット・
コンパラブル等の適用があることを明記する
こととしました。シークレット・コンパラブ
ルを用いる際は、これまでも、この指針に記
載しているように守秘義務の範囲内でその内
容を説明するとの運用を行ってきているとこ
ろですが、適用に際し十分な説明がなされる
よう、部内でも更に周知徹底してまいりま
す。」(77) 

今回の事務運営指針の改正により、シーク
レット・コンパラブルの適用がある場合、国
税庁として、これまで以上に十分な説明を行
うようにすることが明示されたことになる。 

 

８．シークレット・コンパラブルの適用に関

する考察 

以上、これまでにわが国および主要国で議
論されたシークレット・コンパラブルの問題
点について、制度の整備を含めて概観してき
た。 

(1) 情報公開法による開示請求 

このほか、シークレット・コンパラブルに
ついて情報公開法に基づく開示請求を行った
事件があるので、ここで紹介しておきたい。 

この事件は、移転価格に関する税務調査を
受け、平成16年11月24日付で平成10年8月期
以降5年間の事業年度につき法人税の更正処
分等を受けた原告Xが、平成16年6月1日及び
平成17年1月19日、東京国税局長Yに対し、情
報公開法に基づいて、当該税務調査及び更正
処分等において取得・作成された行政文書の
開示を請求したところ、Yが、平成16年6月25

日付け及び平成17年2月16日付けで、いずれ
も全部不開示の決定をしたことから、これら
を不服とするXが、その取消しを求めたもの
である。情報公開法上、Xが開示を求める文
書が情報公開法上の不開示情報になるかが争
点であった。 

Xは、本件各更正処分等の適否を争うため
には、比較対象取引の選定過程の適否やXの
独立企業間価格を算定する上で行った差異調
整の適否を検証することが必要不可欠であ
り、そのためには、比較対象企業の取扱商品、
課税年度ごとの売上高・売上総利益率・営業
利益率・販売費及び一般管理費比率・宣伝広
告費及び販売促進費比率・ロイヤリティの金
額及びその比率の開示が最低限必要であり、
これを公にすることで、納税者一般に対する
手続保障に資するとともに、移転価格税制に
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関する予見可能性・法的安定性を高める結果
をもたらすと主張した。 

これに対して、平成19年8月28日、東京地
裁は、「情報を公にした場合には、これらを
取得した当該法人の競争企業において対抗措
置を講じたり、取引相手となる企業において
交渉に利用して有利な立場に立つなど、当該
法人の経済的な利益や競争上の地位を害する
おそれがある･･･当該文書が開示されるなら
ば、同業他社が本件調査に協力したことが明
らかになるところ、その結果、本件調査対象
法人から好ましからざる感情を持たれるおそ
れがあることから、ひいては、一般的な税務
調査への協力についても支障が生じる可能性
があることは否定できないのであって、その
結果、税務当局において正確な事実の把握が
困難になるなど、移転価格調査に関する事務
の適正な遂行に支障を来すおそれがある･･･
こうした情報が明らかになれば、移転価格税
制上の問題を検討する際の税務当局の関心事
項が明らかとなるため、納税者の中には、税
務調査の対策として、関係する資料を隠ぺ
い・破棄する可能性も存し、その結果、税務
当局において正確な事実の把握が困難になる
など、移転価格調査に関する事務の適正な遂
行に支障を来すおそれがある。」などと述べ、
原告の請求を退けた。本事件については、控
訴されているとのことである(78)。 

(2) 情報提供者の視点 

さて、以上述べた諸外国の考え方、および
わが国の制度・執行を通じて得た知見から、
ここで、今後の移転価格税制の執行の中で、
シークレット・コンパラブルの問題をどのよ
うに考えるべきかについて、筆者の考え方を
述べることとする。 

上述したドイツやカナダの裁判例、OECD

移転価格ガイドラインの議論を見てみると、
シークレット・コンパラブルの適用が違法ま
たは不当とは必ずしも言い切れないと思われ
る。このことは、各国において法制度が異な

ることから、一概に結論を導き出すことがで
きないことがあり、短絡的に結論を求めては
いけないことではある。また、諸外国の法令
や通達が未整備の場合が多く、2010年OECD

移転価格ガイドラインの改定時において、シ
ークレット・コンパラブルの適用を否認する
ことができなかったこともあるかもしれない。 
次に、1917年以降の長い歴史を有するカナ
ダにおいて、課税当局の執行方針を示す情報
通達 87－2Rにおいて、第三者情報の秘密保
持について厳格に明示されていることを考
慮すべきである。カナダにおいては、申告納
税制度において第三者の提供した情報の秘
密保持について、非常に重要視している。ま
た、カナダにおいては、上述したように、納
税者と課税庁との間の情報の非対称性のみ
ならず、情報を提供した第三者が自己がカナ
ダ課税庁に提供した情報を課税庁以外に開
示しないよう求めることが可能か、という観
点からの議論も長い間行われてきていた。 

この点、わが国は2001年に事務運営指針に
おいて、シークレット・コンパラブルを使用
する場合には調査対象法人に守秘義務に反し
ない程度で説明する、という執行方針を示し
たことは評価される一方、情報を提供した第
三者の権利保護という観点からの議論があま
り行われていない。このことについては、情
報公開法の観点から課税庁の有する情報を公
開するか否かという論点はあるものの、申告
納税制度における第三者情報の保護という観
点が欠落していると考える。 

また、アドビ事件においては、課税庁の算
定した独立企業間価格が法令に違反したとし
て退けられたことから、シークレット・コン
パラブルの問題点については、最終的には裁
判所の判断が下されていない。すなわち、シ
ークレット・コンパラブルの問題が、手続上
の問題か、課税要件そのものであるか、につ
いての裁判所の判断がなされていない。 

この問題については、最終的にはわが国の
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法令を裁判所がどのように解釈するかに帰着
する。将来、裁判所がシークレット・コンパ
ラブルの違法性を判断する機会が来るかもし
れない。 

筆者は、シークレット・コンパラブルの適
用は、課税庁にとってのラストリゾートとす
ることで、移転価格税制が国際的租税回避に
対抗するために設けられた制度としての役割
を果たすことができると考えている。 

論者の中には、平成 22 年度税制改正大綱
を受けたシークレット・コンパラブルの取扱
いについて、「実務に大きな変化はないと思わ
れる。」(79)といった意見もあるが、そうであ
るなら、どうして大綱に記載すべき事項であ
るのだろうか。また、「シークレット・コンパ
ラブルについて適用頻度は少なくなっている
ものの、納税者にとって課税当局の処分に対
する検証・反証ができず、脅威となっており、
これの使用を抑制すべき。」という移転価格税
制研究会の議論について、筆者は疑問を有し
ている。 

というのは、上述したアドビ事件において、
納税者側が、課税庁の用いた課税方法が RP

法に準ずる方法と同等の方法ではないと主張
し、裁判所がこの主張を採用したことによる。
すなわち、納税者が、法廷の場で課税庁の用
いた方法が措置法 66 条の４に規定する方法
ではないと主張することができるほど、課税
庁から調査の際に説明を受けていたことを意
味する。 

わが国では、2001年に事務運営指針におい
て、シークレット・コンパラブルを適用する
場合には守秘義務に反しない程度で納税者に
説明してきており、それが現実に行われてい
たと解すべきである。 

 

９．むすびに代えて 

移転価格税制は、問題となる取引と同様ま
たは類似する比較対象取引を見いだし、これ
に基づいて独立企業間価格を算定することか

ら、課税庁においても執行が困難であるとさ
れてきた。上述したアドビ事件を見てもわか
るように、課税庁が長い時間をかけ多方面か
らの検討を重ね、それに基づく課税処分をし
たても、裁判でその主張が認められない場合
もある。 

シークレット・コンパラブルの問題は、
1990 年代のわが国における課税攻勢により
国際的な問題となり、OECD租税委員会でも
議論され、移転価格ガイドラインの改定草案
に盛り込まれ多くのコメントが寄せられた。
そのコメントの多くはシークレット・コンパ
ラブルの適用に否定的であったにもかかわら
ず、最終的には条件付きで認められた。この
ことは、シークレット・コンパラブルの適用
を決して認めない米国や英国の意見だけが諸
外国の意見ではないことを意味している。世
界は広く、色々な考えを持つ国が存在する。
そして、上で述べたカナダのように、第三者
情報の取扱いについて長い間議論を重ねた国
もある。大手税理士法人はもともと英米系で
あり、実務に果たす役割は非常に大きいが、
彼らの見解がそのままグローバル・スタンダ
ードではないことを知るべきである。 

わが国は、OECD加盟国としてシークレッ
ト・コンパラブルの適用を行うことを選択し
ているが、これはある意味当然のことである
と考える。移転価格税制が国際的な租税回避
に対抗するために必要な制度であることから
考えれば、過度な制限を行うことなくわが国
課税権の確保に努めるべきである。とくに、
裁判所が課税要件を厳格に捉え、文理解釈を
貫く姿勢を有する場合には、納税者も課税庁
も独立企業間価格の正確な算定を心がけるべ
きである。これまで、裁判所の判決が出た事
件数は非常に少ないが、安易に利益法を多用
することは、わが国裁判所が採用している姿
勢とは相容れないとも考えられる。 

しかし、だからといってシークレット・コ
ンパラブルの適用を無制限に認めることはで
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きない。OECD移転価格ガイドラインが述べ
るように、できることであれば、シークレッ
ト・コンパラブルを用いることなく正確に独
立企業間価格が算定できれば理想的である。 

今後は、課税庁と納税者の間の情報の非対称
性の議論に加えて、情報を提供した第三者の
権利保護の観点からの議論を含めて、課税庁、
調査対象納税者など関係者の間でバランスの
取れた制度とすべきである。その際、留意す
べきことは、移転価格税制が国際的租税回避
の否認規定の一つであり、わが国課税権の確
保を阻害しないようにすべきことである。 
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